
₁． はじめに
　排出インベントリ（emission inventory）は，人間
活動等に由来する温室効果ガス（greenhouse gas：
GHG）や大気汚染物質等の排出量を排出係数や活動量
データ（統計データ等）を用いて算定したもので，対
象となるガス成分の排出管理等の施策並びに関連研究
に必要なツールである（環境省　2007）．2015年に国連
気候変動枠組条約（United Nations Framework Con-
vention on Climate Change：UNFCCC）第21回締約国
会議において採択されたパリ協定（Paris Agreement）
では，すべての締約国が自国の気候緩和・適応策の目
標（Nationally Determined Contribution：NDC，国が
決定する貢献）を定め，京都議定書（Kyoto Protocol）
下では一部の国々のみであった GHG（二酸化炭素
（CO2），メタン（CH4），一酸化二窒素（N2O），ハイド
ロフルオロカーボン（HFCs），パーフルオロカーボン
（PFCs），六フッ化硫黄（SF6），三フッ化窒素（NF3），
間接 CO2など）排出インベントリの UNFCCCへの報
告も全ての国に課せられることになった（松永・横田　
2019）．

　パリ協定下では，定められた目標（世界の平均気温
上昇を産業革命以前に比べて 2℃より十分低く保つと
ともに，1.5℃に抑える努力を追求する）の達成に向け
て，国際社会全体の NDC達成度を 5年ごとに評価す
るグローバルストックテイク（Global Stocktake：
GST，世界全体としての実施状況の検討）が行われる．
GSTは2023年から実施され，参加各国はその評価結果
を踏まえて NDCをより野心的に更新・強化すること
が求められている．一方で，NDC作成過程は各国に委
ねられ手法が統一されていない課題を含んでいる．
GSTでは，気候変動に関する政府間パネル（Intergov-
ernmental Panel on Climate Change：IPCC）報告書
に代表されるような科学的知見に基づく評価も当然含
まれており，また近年の UNFCCCによるガイドライ
ン改定（IPCC 2019）では，正確かつ透明性のあるイ
ンベントリによる排出量定量化に向けて科学的アプ
ローチによる支援の必要性が，主に CH4と N2Oについ
て言及されている．様々な観測プラットフォーム（地
上・航空機・衛星など）が，特に，この10数年で急速
に利用可能となり，インベントリの検証に有用と期待
される大気GHGデータが得られるようになってきた．
大気 GHGデータを用いたインベントリの客観的検証
は，インベントリのもととなるデータや計算方法に由
来する系統的なバイアスをチェックすることで行い，
その精度を独立なデータで評価することができる．特
に，もととなる統計データ等の量・質が精度に大きく
影響するインベントリ作成においては，一般的に先進
国と比較して開発途上国ではインベントリの不確実性
が大きいと考えられている（Jonas et al. 2010；Andres 
et al. 2012）．パリ協定下において初めてインベントリ
報告を行う開発途上国等への技術支援が今後も必要で
あり，こうした国々が NDCの科学的評価を適切に行
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えるよう，排出量の精度を保証する重要性が高まって
いる．また，我が国は地上や航空機を用いた高精度の
長期観測や，衛星による温室効果ガス観測を推進して
おり，特に世界の大気濃度を一様に把握できる衛星観
測を活用した国際社会への貢献が大きく期待されてい
ると考えられる．加えて，世界気象機関の統合全球温
室効果ガス情報システムが，都市域等の排出量定量化
のために GHG観測と大気輸送モデルの統合利用を推
進するとしており，日本の関係機関の貢献も期待され
ている．
　第 2章では，こうした UNFCCCに報告されるイン
ベントリの他に，都市独自の排出インベントリ，大気
化学研究で用いられるインベントリやそれらの評価・
検証手法についてレビューする．第 3章では，近年重
要性が高まってきた衛星観測をもとにした排出量推
定・検知手法をレビューし，第 4章では輸送モデルの
利用可能性について検討する．まとめと将来展望につ
いて第 5章で述べる．排出インベントリ，衛星観測，
輸送モデル，それぞれが GSTに果たす役割について
第 1図に示す．

₂． 排出インベントリ
　ここまで述べてきた UNFCCCへ提出されるインベ
ントリは，基本的にその国の排出量の定量化を目的と
したものであり，共通のインベントリガイドライン
（IPCC 2006）に沿っているものの，他国との系統的な
比較を意図したものではない．排出量は，排出セク
ターごと，または燃料種ごとに計算（reference 

approach）される．大気化学研究で馴染みの深い大気
輸送モデルに取り込めるグリッド化されたインベント
リではないため，炭素収支の科学的評価を行う際には
UNFCCCへ提出されるインベントリとグリッド化さ
れたインベントリ間に存在する利用方法の違いなどを
埋める必要がある．
　一方，大気化学研究で馴染みの深い Emission Data-
base for Global Atmospheric Research（EDGAR, 
Janssens‒Maenhout et al. 2012；Crippa et al. 2020）
は，IPCCガイドラインで定義される排出部門ごとの
吸収排出量を全球で可能な限り一様なアプローチで計
算・グリッド化したものであり，UNFCCCのセクター
ごとに計算されたインベントリとの高い互換性が期待
できる．また，炭素循環研究で頻繁に利用される Car-
bon Dioxide Information Analysis Center（CDIAC，
Gilfillan and Marland 2021）は，燃料ベースでの国ご
と排出量を毎年更新・提供しており（reference 
approachに対応），そのグリッド化されたデータは
Open‒source Data Inventory for Anthropogenic CO2

（ODIAC）として提供・研究利用されている（Oda et 
al. 2018）．これらグリッド化されたインベントリの多
くは，国レベルの排出量を空間的にダウンスケールし
ており，高解像度になるほど個々の値の誤差が大きく
なる（Oda et al. 2019）．パリ協定では，国レベルを超
えて，地方自治体や都市，産業セクターにおける気候
緩和対策が期待されており，ダウンスケールによって
得られた吸収排出量マップを用いた評価には注意が必
要である．近年では，国レベルのような大きなスケー
ルで算出された排出インベントリをダウンスケールす
るのではなく，最初から都市内の排出セクターなど細
かな空間スケールで排出量推定を行う研究も増えてお
り，大きなスケールのインベントリとの相互比較を通
して，気候緩和策に資することが期待される（Oda et 
al. 2019）．なお温室効果ガスインベントリオフィス
（GIO）が報告する日本のインベントリの精度は，CO2

に対して国レベルで数％（ 2σ）（GIO 2020），全球レ
ベルでは CDIACで 8％（ 2σ）（Andres et al. 2014）
と報告されている．
　世界人口の約60％が居住し，大きな経済活動の場で
ある都市域からの CO2排出量は，消費ベースで全球の
化石燃料燃焼起源の CO2排出量の約 4分の 3を占めて
おり（Seto et al. 2014），削減ポテンシャルは高い．こ
のポテンシャルを最大限に活用して世界の CO2排出量
を削減することは，パリ協定の目標達成に向けて大き

グローバルストックテイクに向けた人為起源 CO2排出量推定に貢献する衛星観測計画と大気輸送モデル開発の展望62

〝天気〞 69．2．4

第 1図　 本稿で扱う排出インベントリ，衛星観測，
輸送モデルの関係と，それぞれがグロー
バルストックテイクに果たす役割．衛星
からモデル，インベントリを経由しての
削減対策を斜線の入った矢印で，インベ
ントリからモデルを経由して衛星観測支
援につながるものを塗り潰した矢印で示
した．



な鍵となる．そこで2017年，世界の140都市がパリ協定
の実施に率先して取り組むことを約束するモントリ
オール宣言を発表し，低炭素型社会の構築に向けて都
市が果たすべき役割が強調された（UNFCCC 2017）．
パリ協定では，地域の気候変動対策として国別排出イ
ンベントリの他に都市独自の排出インベントリを作成
することが推奨されており，気候変動対策に取り組む
大都市で構成される C40（https://www.c40.org/，
2021.8.26閲覧）や世界の地方公共団体を結ぶ連盟であ
る世界気候・エネルギー首長誓約（Global Covenant of 
Mayors for Climate & Energy，https://www.global 
covenantofmayors.org/，2021.8.26閲覧）では排出イ
ンベントリ作成が義務になっている．実際，日本では
東京都，横浜市，金沢市が排出インベントリの報告を
行っている．
　温暖化緩和策として実施される排出削減の実効性を
担保するためには，都市やその周辺における排出量の
推定が必須となる．特に近年，都市におけるインベン
トリの多くが共通のガイドライン（GHG Protocol for 
Cities，https://ghgprotocol.org/greenhouse-gas-pro 
tocol-accounting-reporting-standard-cities，2021.8.26
閲覧）に基づいて作成されている．しかし，国レベル
のような明確な経済活動の境界を定めてデータを集計
して計算することは難しく（例えば，エネルギー・交
通など），また対象となる排出部門が全て揃っていな
い，直接排出ベース（スコープ 1：都市の境界内で発
生する排出）・消費ベース（スコープ 2：都市の境界外
の発電所などの排出も含む）といった排出量の定義が
異なる，CO2相当（CO2 equivalent）での複数のガスの
合算報告が異なる，など課題は多い．さらに，都市域
のインベントリは，主にデータ収集のレベルにより都
市間で異なる可能性があり（Oda et al. 2019），過去と
近年の推定手法の混在も加わり，都市間の比較，及び
精度と時間的な連続性の担保が難しい（Ibrahim et al. 
2012；Ramaswami and Chavez 2013；Lombardi et al. 
2017）．また，先述の研究系のインベントリ，特にダウ
ンスケールに基づくインベントリとの大きな相違が報
告されており，方法論的レビューや比較解析を通した
評価が行われている（Oda et al. 2019；Chen et al. 
2020；Gurney et al. 2021）．
　近年では都市における排出量を空間的・時間的に詳
細に再現し推定する排出モデルが開発されており，よ
り詳細な都市の排出量変化の考慮が可能になってきた
（Sovacool and Brown 2010；Hoornweg et al. 2011）．

発電所や工場等の点源（ポイントソース）や交通機関
等の線源（ラインソース）の位置は地図情報等を用い
て特定することができ，排出の空間的割付は方法論的
には容易に改善できる．排出量算定に関しては，個々
の排出源について関連する全ての排出プロセスとその
量について詳細な情報が必要であるため，定量化が難
しいという新しい課題もある（Turnbull et al. 2019）．
また作成されたインベントリには，当然の事ながら，
未知の排出源やデータベース更新以降に発生した未確
認の排出変化を取り入れることはできないため，国別
排出インベントリに加え研究系排出インベントリにも
評価・検証が必要となる．近年の多くのインベントリ
の評価は，相互比較をベースにしており，インベント
リ間の差を不確実性の代理指標としている．そのよう
な不確実性評価は方法の違いからくる差の理解を助け
るが，指標となる独立した値がないことからインベン
トリのバイアスや精度を客観的に評価することができ
ないという限界がある（Andres et al. 2016；Oda et al. 
2018，2019）．
　他方で，近年，航空機観測・地上観測・タワー観測・
衛星観測から得られる大気データからのトップダウン
推定を用いて，従来型の積み上げ（ボトムアップ）式
に求めた排出量（インベントリ）との比較・評価が行
われてきた．大気観測から排出量を直接推定するトッ
プダウン法は，炭素循環研究においては主に自然起源
の排出吸収量推定を軸に発展してきたが，近年利用可
能になってきた都市における観測データを利用し，人
為起源の発生源に対しての適用が試みられている
（Mays et al. 2009；McKain et al. 2012；Lauvaux et al. 
2016；Nathan et al. 2018；Gurney et al. 2019；Turn-
bull et al. 2019；Lauvaux et al. 2020）．トップダウン
法では，インベントリベースの手法とは独立に，発生
源の風上と風下で観測された大気中濃度差，もしくは
バックグラウンド濃度との差から排出量を推定する．
例えば，トップダウン法の一種である大気の質量バラ
ンス法では，ガス田や都市を 1つのソースと考え推定
値を算出する．都市スケールの排出量は，サンプリン
グタワーが整備され周りから比較的独立した場所に位
置する米・インディアナポリスにおいては，おおよそ
20～30％の精度（ 1σ）と見積もられている（Cambal-
iza et al. 2014；Heimburger et al. 2017）．
　近年，時空間的に密な排出量データが，特に都市域
では得られるようになってきた．都市の人間活動を解
像する目安として，高水平解像度（約 1 km）・高時間
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分解能（ 1時間）が提案されており（Ciais et al. 2015），
研究系の排出インベントリプロダクト作成の動きがあ
る（例えば GOSATプロジェクトで開発された全球の
ODIAC，Oda et al. 2018）．輸送モデルによるシミュ
レーションを高精度化するには，高分解能で高品質の
グリッド化されたインベントリデータが必要である．
高解像度・高時間分解能の研究系排出インベントリの
支援により，領域スケールでは高精度の大気モデルシ
ミュレーションが可能になってきている（McKain et 
al. 2012）．
　また，ボトムアップ法とトップダウン法を相補的に
用いて都市圏の排出総量と排出源の地理分布を求める
研究も進められている（Lauvaux et al. 2016；Turnbull 
et al. 2019；Lauvaux et al. 2020）．この手法では，ボ
トムアップ法を発電所等の点源や道路等の線源の詳細
な地理分布の取り込みに用い，トップダウン法ではボ
トムアップ法で作成された排出インベントリの先見情
報を基にするものの，都市圏の排出総量の推定により
排出インベントリを修正している．例えば，高水平解
像度（約 1 km）の研究系排出インベントリ Hestia（Gur-
ney et al. 2019）は，このような手法で作成された．
Turnbull et al.（2019）は，インディアナポリス都市圏
の冬季を対象に化石燃料由来の排出量推定の手法間の
比較を実施した．比較対象として，排出インベントリ
Hestia，排出インベントリの先見情報を用いた 2つの
異なるトップダウン法（前述の質量バランス法，及び

排出の空間パターンを導出する逆解析法）で得られた
対象領域の合計排出量を用いた．その結果，独立した
手法から得られた化石燃料由来の CO2排出量推定結果
が約 7％の範囲内で一致することが示され，排出量推
定手法の確立が進んできた．また，ポーランドとウク
ライナ領域の 1年間に限れば，点源や線源の地理分布
と都市圏の排出総量の両方を表現できる研究系排出イ
ンベントリも実現されている（Bun et al.（2019）によ
る GESAPU 1× 1 km排出量，第 2図）．
　このように複数の排出量推定手法を相補的に適用す
ることで，特定の都市域では信頼度の高い排出量推定
手法が確立されつつある．しかし，このような研究に
資するインベントリ作成には多大なリソース・手間が
かかるため，厳密なインベントリ作成に必要なデータ
収集と排出モニタリングが可能な特定の都市域ですら
定期的に更新することは挑戦的な課題であり，途上国
等では作成自体が難しいと考えられる．
　トップダウン法の推定精度はインベントリを評価す
る上では改善の必要があるものの，未知の排出源や未
確認の排出変化等を把握し，全球的に均質かつ高精度
で準リアルタイムな排出量推定を行うために，特に全
球規模の広範囲をカバーできる衛星観測を利用する動
きがある．Pinty et al.（2017）は全球的な未知の点源の
把握，新しい石油生産地や成長する都市部等の未確認
の排出変化の把握に衛星観測を利活用することを提案
した．第 3章では，このような高解像度の衛星観測情
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第 2図　 ODIAC（左）と GESAPU（右）のポーランドにおける排出インベントリの比較（Oda et al. 2019の Fig.　 1，
グレースケールに変換）．2010年の CO2排出量を 1 km× 1 kmの解像度で表示（単位は tC/年）．濃い色ほ
ど排出量が多いことを表す．



報も取り入れた排出量推定・検知の動きについて紹介
する．

₃． 衛星観測による濃度推定・排出検知
　衛星観測による都市域の人為起源 GHG濃度の推定
や排出検知は，例えば日本の温室効果ガス観測技術衛
星（Greenhouse gases Observing SATell i te：
GOSAT，Yokota et al. 2009）や NASAの Orbiting 
Carbon Observatory‒2（OCO‒2，Crisp et al. 2017）や
OCO‒3（Eldering et al . 2019），European Space 
Agencyの Sentinel‒5／TROPOspheric Monitoring 
Instrument（TROPOMI）による CO2のカラム平均濃
度（XCO2），CH4のカラム平均濃度（XCH4）データの収
集により可能となってきた（Kort et al. 2012；Veef-
kind et al. 2012；Janardanan et al. 2016；Wu et al. 
2018；Someya et al. 2020；Wu et al. 2020；Yang et al. 
2020；Ye et al. 2020）．例えば Kort et al.（2012）は，
GOSATから観測された米・ロサンゼルス都市部の
XCO2とバックグラウンドの参照値となる近隣の砂漠エ
リアの XCO2の差を初めて衛星から検知し，約22％の
CO2排出量変化を検出可能であると評価した．また，
近年では OCO‒2からも同様にロサンゼルスの都市域
における濃度上昇が観測されており，OCO‒2や OCO‒
3といったより小さなフットプリントで面的に観測す
る測器では， 1つのオーバーパスの観測から都市起源
の CO2検知が可能であることが示されている
（Schwandner et al. 2017）．ロサンゼルスでは都市域
の近隣に人為起源と生物起源の影響が共に小さいバッ
クグラウンドの場所が存在するが，多くのメガシティ
は他の主要都市と隣接しているか，または都市内部に
位置する生物起源の影響を受けており（Miller et al. 
2020），メガシティ単独での人為起源 CO2排出量の推
定を困難にしている（Kort et al. 2012）．
　都市圏全体の排出量推定の他に，発電所のような大
規模な点源から排出される CO2の検出に衛星観測を用
いることが議論されている．例えば Bovemsmann et 
al.（2010）は，水平 2 kmで0.5％（ 2 ppm）の観測精
度が将来の衛星観測に必要であることを提案した．し
かし，点源から排出される強い CO2プルームについて
は位置の検出が可能であるものの，弱いプルームにつ
いては生物起源や施設周辺の人為起源の干渉を受け検
出が困難である（Kuhlmann et al. 2019；Reuter et al. 
2019）．Nassar et al.（2017）は，Bovensmann et al.
（2010）のアプローチに基づき，OCO‒2データとガウ

スプルームモデルを用いて幾つかの発電所の排出量推
定を行い，報告されているインベントリとの比較を
行った．
　都市圏全体の人為起源 CO2排出量の推定精度や点源
から排出されるプルームの検出能力を向上させるため
に，一酸化炭素（CO）や二酸化窒素（NO2）のように
CO2と共放出されながらも生物圏のプロセスの影響を
あまり受けない気体を同時計測することで，人為起源
と生物起源の影響を分離することが提案されている
（Silva et al . 2013；Reuter et al . 2014；Ciais et al . 
2015）．Reuter et al.（2019）は，OCO‒2データから得
られた CO2プルームの起源とその形状を TROPOMI 
NO2を用いて推定し，CO2排出量の推定を行った．そ
の結果，NO2は大気寿命が数時間と短寿命であるため
に，特に高温下で排出されたばかりの CO2プルームの
検出に適していることが示された．こうした知見をも
とに，将来の衛星観測計画においても，軌道上での
GHGと大気質（GHG‒Air quality：GHG‒AQ）の同時
計測の試みが進められている．例えば，化石燃料燃焼
起源 CO2排出量の指標として，同じく化石燃料燃焼起
源であり窒素酸化物（NOx）排出量の指標となる NO2

測定値の利用が検討されており，特に生物起源の影響
を受け検出困難な弱い CO2排出シグナル（約0.05ppm
以上）を検出する際に有用となる（Kuhlmann et al. 
2019）．Kuhlmann et al.（2019）は，点源からの排出を
検出するのに必要な水平 2 kmの空間解像度を持つ
Copernicus Anthropogenic Carbon Dioxide Monitor-
ing（CO2M，Sierk et al. 2019）ミッションの観測シス
テムシミュレーション実験（Observing System Simu-
lation Experiment：OSSE，例えば Pinty et al.（2017）
参照）を用いてドイツ・イェンシュヴァルデ（Jän-
schwalde）石炭火力発電所のプルーム検出能力を調
べ，CO2プルームの位置検出能力が CO2と NO2の同時
計測で CO2単独よりも大幅に向上することを示した．
なお CO2放出量は燃焼量による一方，NOx放出量はガ
ソリンや石炭など燃料の種類により異なるため，NOx

放出量を減らす技術が普及している地域では適用に限
界がある．また，NO2は短寿命で日内変化もあるため，
CO2と NO2の観測に時間差がある場合の適用には注意
を要する．他方，大気寿命の長い CO（対流圏中で約
2ヵ月）では時間的制約は小さいものの，CO2放出量
に対する CO放出量は燃焼効率によるため，総じて効
率的な燃焼と公害防止に努めることの多い発電所から
放出される COは非常に少ないという限界がある
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（Turnbull et al. 2011）．
　衛星観測を準リアルタイムな排出監視へ利用するこ
とも検討の余地がある．2020年の新型コロナウイルス
感染症（COVID‒19）流行に伴う全世界的な経済活動
の縮小により，部門別に報告された活動量変化をもと
にした CO2排出量変化（Le Quéré et al. 2020），渋滞情
報や Google等の位置情報データによる活動量変化を
もとにした CO2や NOx等の排出量変化の推計（Forster 
et al. 2020）が行われ，2月から 4月にかけ CO2や NOx

排出量が 2～ 3割程度減少したと推定された．しか
し，全球規模である程度均質な解析をできるだけの
データが入手できていない（Forster et al. 2020）．他
方，衛星観測を用いて空間的に均質な排出変化の推定
が試みられており，CO2の大気寿命が長く NO2は数時
間程度と短いため，NO2濃度の推定値が短期的な排出
変化の追跡に有用とされる（Duncombe 2020；
Miyazaki et al. 2020）．このように，衛星観測で得られ
た NO2濃度変化を監視することは，長寿命の CO2排出
量変化を監視するシステム構築の助けになる可能性が
ある．
　現在，日本で運用中の GOSAT，GOSAT‒2の後継
ミッションとして温室効果ガス・水循環観測技術衛星
（Global Observing SATellite for Greenhouse gases 
and Water cycle：GOSAT‒GW，http://www.satnavi.
jaxa.jp/project/gosat_gw/，2020.9.16閲覧）ミッショ
ン計画が進められており，搭載予定の温室効果ガス観
測センサ 3型（Total Anthropogenic and Natural 
emissions mapping SpectrOmeter‒3：TANSO‒3）で
は，GHG‒AQ同時計測として CO2，CH4に加え NO2の
高解像度観測（精密観測モードで 1～ 3 km）が予定さ
れている．GOSAT‒GWは，同様に GHGと NO2を計
測する CO2Mよりも数年早く軌道に投入される予定
で，GSTへの貢献を念頭に地球観測衛星委員会（Com-
mittee on Earth Observation Satellite；CEOS）にお
いて大きな役割が期待される．

₄． 大気輸送モデルの展望
　こうした将来の GHG‒AQ同時計測を行う衛星観測
ミッションを支援するため，空間高解像度化学輸送モ
デルの開発が急務であると言える．当該輸送モデルに
必要な要件として，筆者らは（ 1）Ciais et al.（2015）
で提案された最先端の研究系排出インベントリに求め
られる高水平解像度（約 1 km）・高時間分解能（ 1時
間），（ 2）GHG‒AQ同時計測を支援できる CO2，NO2

の同時モデルシミュレーション，を挙げる．（ 1）の水
平解像度は TANSO‒3の精密観測モードに相当し，
（ 1）の実現には高解像度実験を行うための技術的課題
の克服に加え高い計算機性能を要する．（ 2）の実現に
は CO2の輸送に加え NO2濃度を再現するための大気化
学モデルとの結合，及び研究・政策の両面から支援で
きるインベントリ，都市圏において排出削減策の評価
に必要な排出量変化を検知できるだけの精度が必要と
なる．
　空間高解像度計算には，領域気象モデルWRF
（Weather Research and Forecasting）がしばしば用い
られる．McKain et al.（2012）は，高水平解像度（約
1.3km）に設定したWRFと高解像度（約10km）・高
時間分解能（ 1時間）の排出インベントリ（Vulcan 
v.2.0，Gurney et al. 2009）を組み合わせたシミュレー
ションを行った．WRFはオイラー型のモデルである
が，排出量変化の推定には，ラグランジュ型輸送モデ
ル STILT（Stochastic Time‒Inverted Lagrangian 
Transport）が用いられた．STILTでは，ソース・レ
セプター関係を考慮することで，排出量と濃度変化を
直接的に結びつけられる．得られた結果を米・ソルト
レークシティの地上観測と比較すると，都市圏全体で
約15％の人為起源 CO2排出量変化を検出できることが
示された．この結果は，特定の都市圏における（ 1）
の実現可能性を示しているが，NO2などの化学種へも
適用するための将来的な開発が必要である．
　NO2の化学反応を扱うことができるオイラー型の領
域モデルとして，WRFにU.　S. Environmental Protec-
tion Agency（EPA）Community Multiscale Air Qual-
ity（CMAQ，Byun and Schere 2006）を組み込んだ
WRF‒CMAQ，及びWRF‒Chem（WRF‒Chemistry，
Grell et al. 2005）が広く利用されている．これらのモ
デルでは，CO2輸送を併せて扱った例がまだ少ない．
将来的にGHG‒AQ同時計測の支援ツールとするには，
GHGとAQの壁を取りはらう努力が必要である．NO2

の化学反応を扱うモデルにパッシブな CO2を導入する
ことにより，短期間のプルーム検出や排出量解析・推
定に利用できる．さらに，植生モデルなども取り入れ
た CO2吸収排出モデルへと進化させる努力により，長
期的な排出量解析・推定にも大きく寄与できる可能性
がある．
　領域モデルでは計算領域の側面境界の与え方に難し
さはあるものの，対象とする地域に計算領域を限定す
ることで，計算コストの削減や局所的な高解像度化の
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メリットを得やすい．領域モデルで局所高解像度化す
る際には，対象領域の中心ほど格子間隔を細かく取る
ネスティングと呼ばれる手法が用いられることが多
い．対象領域の中心に点源を置くなどネスティングの
特性を生かせば，点源から放出されるプルームを検出
できる衛星観測をリトリーバル初期値や解析における
参照データ提供の面などから支援できる可能性がある．
　領域モデルの他に，国別や都市圏全体といった広範
囲の排出量推定には全球モデルも利用されてきた．全
球モデルでも，オイラー型の濃度シミュレーションを
行い，その計算結果を用いてラグランジュ型輸送モデ
ルで排出量推定を行った例がある．Ganshin et al.
（2012）やMaksyutov et al.（2021）は，全球低解像度
（2.5°×2.5°）の大気輸送モデルを用いたオイラー型の
シミュレーションを行った．排出量推定には，ラグラ
ンジュ型輸送モデル FLEXPART（FLEXible PARTi-
cle dispersion model）を用いて， 1× 1 kmの CO2排
出量を算出することができた．この結果は，複数の手
法の併用による全球での高解像度排出量推定の実現可
能性を示している．
　高解像度の推定手法の一方で，オイラー型の濃度シ
ミュレーションを利用した全球での低解像度の濃度推
定，排出量推定の取組みがある．濃度推定の代表的な
ものとして，データ同化手法が用いられてきた．デー
タ同化は，観測データと数値モデルに基づいて気象場
等を推定する手法で，数値予報モデルの初期値作成や
長期再解析データ作成に広く用いられてきた（露木　
2008）．近年では，気象データに加えてエアロゾル・
GHGや他の化学種などの大気化学データにも適用さ
れている（Yumimoto et al . 2018；Miyazaki et al . 
2019）．また，全球モデルと観測情報を組み合わせた準
リアルタイムな濃度モニタリングの試みがある
（Agustí‒Panareda et al. 2014；Massart et al. 2014；
Flemming et al. 2015；2017；Keller et al. 2021；Weir 
et al. 2021）．Keller et al.（2021）は水平約25km，Weir 
et al.（2021）は水平約50kmのモデルを用いており，衛
星のフットプリントレベルの高解像度での解析はでき
ないものの，都市圏全体の濃度モニタリングには適用
可能である．また，ECMWFの Copernicus Atmo-
sphere Monitoring Service（CAMS）全球オペレーショ
ナルデータでは，GHGや他の化学種濃度を中心に運用
が行われている．なお，アンサンブルカルマンフィル
ターを用いたデータ同化では，アンサンブル数分だけ
計算コストが増加するため，解像度はなかなか上げら

れないという課題がある．
　他方，排出量推定の代表的なものとして逆解析法が
ある．逆解析法は大気輸送モデルと排出量の最適化手
法を組み合わせて，排出量マップを作成する手法であ
り，全球での CO2排出量推定値が求められている
（Takagi et al. 2011；Maksyutov et al. 2013；Niwa et 
al. 2017）．逆解析法による排出量推定では，点源等の
位置までは推定できないため，国別や地域別といった
広域の排出量の把握に向いており，そうした目的には
低解像度でも十分対応できる．高解像度で点源等を推
定できる他の手法とは異なり，逆解析法は広域向けの
排出量推定ツールである．
　このように，領域モデルを用いたオイラー型の高解
像度濃度シミュレーションや，ラグランジュ型輸送モ
デルを用いた高解像度の排出量推定，及び，全球モデ
ルを用いた低解像度の濃度シミュレーション，データ
同化を用いた国別や地域別といった広範囲での濃度推
定，逆解析を用いた排出量推定が行われてきた．
　領域モデルでは可能となってきた高解像度計算を全
球モデルでも行うことができるようになれば，C40都
市等の点源を同時にシミュレーションし，高解像度の
衛星観測を全球で準リアルタイムに支援できる可能性
が出てくる．実現には高解像度・高時間分解能のイン
ベントリや高い計算機性能を必要とするという課題も
あるが，全球高解像度モデルの利用可能性についても
検討の余地がある．例えば，日本の全球雲解像モデル
として，非静力学正20面体大気モデル（Nonhydro-
static Icosahedral Atmospheric Model：NICAM，
Tomita and Satoh 2004；Satoh et al. 2008，2014）が
あり，エアロゾル・大気化学へも拡張されてきた
（NICAM‒Chem，Suzuki et al . 2008；Goto et al . 
2015；Trieu et al. 2017；Goto et al. 2018）．また，CO2

輸送を扱うNICAM炭素循環モデルも構築されている
が（Niwa et al. 2011），NICAMにおいても CO2輸送を
扱うモデルとNO2の化学反応を扱うモデルの統合が課
題である．なお，高解像度で衛星サウンディングを
データ同化する場合，衛星のフットプリントよりもモ
デル格子間隔が小さくなる場合がある．このため，高
解像度のモデル格子へデータを取り込む手法の開発な
ど，今後の技術開発が必要となる．
　全球高解像度計算は最先端のスーパーコンピュータ
を用いても挑戦的な課題であり，エアロゾル輸送に拡
張された NICAMによる全球一様3.5km実験は，2週
間程度のシミュレーション期間が限界で（Sato et al. 
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2016），最近の計算機性能向上を加味しても，全球一様
14kmグリッドでの数年積分が実現可能な段階にきた
ばかりである（Goto et al. 2020）．その一方で，NICAM
でダイヤモンドグリッド（Uchida et al. 2017）と呼ば
れる，領域がダイヤモンドの形状をした完全領域モデ
ルも開発されており，福島原発事故由来の放射性物質
輸送に関するシミュレーションにおいて，水平解像度
1 kmの計算実績がある（Nakajima et al. 2017；Sato 
et al. 2018，2020）．
　NICAMでは，全球一様の格子間隔の他に，スト
レッチグリッド（Tomita 2008）が利用可能である．
ストレッチグリッドでは，球面上の格子間隔が対象領
域の中心に近づくにつれて細かくなり局所高解像度化
される．その際に，領域モデルで必要なネスティング
を必要とせず，複数の解像度間で滑らかに遷移させる
ことができる（Uchida et al. 2017）．関東地方を対象領
域の中心としたストレッチグリッド（第 3図）を用い
て，Trieu et al.（2017）は関東地方で約11km，日本領
域で約25kmの大気化学シミュレーションを実現して
いるが，プルーム検出や都市の排出量推定に必要とさ
れる水平 1 kmの達成には，前述の衛星サウンディン
グ同化時の問題や，高解像度計算時に数値不安定を起
こさない計算手法の確立など，さらなる技術革新を必
要とする．

₅． まとめと将来展望
　これまでの排出インベントリで課題となっていた未
知の排出源，未確認の排出変化を把握するとともに，
統計データ等の量・質がインベントリの精度に影響し
うる地域での精度向上のため，衛星観測を利活用する
動きと今後の衛星観測計画をサポートするための大気
輸送モデルについてレビューした．
　GSTに科学コミュニティが果たせる役割は大きく，
衛星観測と輸送モデルを組み合わせた排出インベント
リの改良はその一つである．現在の CO2衛星観測デー
タを用いた都市圏や点源から排出される人為起源 CO2

排出量の推定・検知においては，CO2が生態系による
吸収の影響を受け推定・検知が困難になることがあ
る．そこで，CO2と同じく化石燃料燃焼に起源を有す
一方，生物圏の影響を受けない NO2等を同時計測する
ことで CO2排出量の推定精度を向上させる GHG‒AQ
同時計測の試みが進められている．2023年度打ち上げ
予定の GOSAT‒GWでは，GHGに加え NO2の高解像
度観測が予定されており，得られたデータの利活用に
用いる大気化学輸送モデルの開発を進める必要がある．
　国別や都市圏全体といった広範囲の排出量推定を行
うために，オイラー型の全球モデルによる濃度シミュ
レーションが行われてきた．全球モデルは，低解像度
計算にデータ同化や逆解析法を組み合わせることで，
全球規模での排出量推定や準リアルタイムな濃度モニ
タリングに力を発揮できる．一方，領域規模ではオイ
ラー型の領域モデルWRFがしばしば使われ，高水平
解像度での CO2輸送のシミュレーション例がある．領
域モデルは，計算領域を限定しネスティングの特性を
生かすことで，計算コストの削減と局所的な高解像度
化のメリットを得やすい．このように，GSTに向け全
球・領域モデルや複数の推定手法の特性を相補的に用
いて，衛星観測ミッションの支援に効果的に貢献する
ことが望ましい．
　全球モデルによる高解像度計算は，最先端のスー
パーコンピュータを用いても挑戦的な課題であるもの
の，C40都市にある点源の同時シミュレーション等の
実現につながり，高解像度の衛星観測を全球で準リア
ルタイムにサポートできる可能性がある．日本の全球
雲解像モデル NICAMは，近年，エアロゾル・炭素循
環・大気化学へも拡張されており，高解像度の計算実
績を上げつつあることから，将来における活用が期待
できる．ただし新たな課題として，CO2輸送を扱う炭
素循環モデルと NO2等の化学反応を扱うモデルの統
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第 3図　 関東地方を対象領域の中心とした全球モ
デル NICAM‒Chemのストレッチグリッ
ド（Trieu et al. 2017の Fig.　 1 a）．



合，生態系による CO2吸収を扱う植生モデルの取り込
み，衛星サウンディングのフットプリントより小さい
モデル格子へデータ同化する際の手法開発，高解像度
計算時に数値不安定を起こさない計算手法の確立，高
解像度・高時間分解能のインベントリの必要性などが
浮かび上がる．これら全ての課題の克服には時間を要
するかもしれないが，GSTへの貢献に向けて技術開発
を鋭意続けていく必要がある．
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